
図1-1　年齢別（3区分）人口の推移

図1-2　世帯数と1世帯当たり人員の推移

図1-1、1-2　資料：総務省「国勢調査」（各年10月1日現在）結果　

注：調査基準日における行政区域による調査結果。　　　　 　　　
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図1-3　産業3部門別就業者の構成比の推移

資料：総務省「国勢調査」（各年10月1日現在）結果

注：調査基準日における行政区域による調査結果。

図1-4　人口自然増減・社会増減の推移（住民基本台帳）

資料：市民課

注1：平成17年から旧南郷村と合併後の数値。

注2：平成24年から外国人を含む数値。
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図2-1　産業別従業者数及び事業所数（民営のみ）

資料：総務省・経済産業省「令和3年経済センサス-活動調査」結果（令和3年6月1日現在）

注：従業者数には男女別の不詳を含む。

図2-2　事業所数及び従業者数の推移（民営のみ）

資料：昭和53～平成3年「事業所統計調査」、平成8～16年「事業所・企画統計調査」、平成21年、平成26年、

　　　令和元年 総務省「経済センサス-基礎調査」、平成24年、28年、令和3年 総務省・経済産業省「経済

　　　センサス-活動調査」結果

注1：事業所統計調査及び事業所・企画統計調査と、経済センサスは調査手法が異なることから、差数が全て

　 　増加・減少を示すものではない。

注2：従業者数には男女別の不詳を含む。

注3：調査基準日における行政区域による調査結果。

注4：令和元年経済センサス基礎調査では、従業者数は未調査のためデータなし。
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図3-1 産業別事業所数の構成比（令和3年）　図3-2 産業別従業者数の構成比（令和3年）

図3-3　産業別事業所数及び製造品出荷額等の推移

資料：経済産業省「工業統計調査」結果

　　　※平成23年及び27年、令和3年の数値は総務省・経済産業省「令和3年経済センサス-活動調査」結果

注1：各年12月31日現在。

　　 ※平成23年の数値は平成24年2月1日現在。平成27年以降の事業所数は翌年6月1日現在。

注2：平成19年調査において事業所の補そく及び項目の追加を行ったため、平成18年以前の数値と接続しない。

注3：調査基準日における行政区域による調査結果。
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図3-1、3-2　資料：総務省・経済産業省「令和3年経済センサス-活動調査」結果（令和3年6月1日現在）
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図4-1　八戸漁港魚種別水揚げ数量・金額の推移

図4-2　全国主要漁港水揚げ数と金額の状況（令和5年）

図4-1、4-2　資料：水産事務所

0

20

40

60

80

100

120

140

平27 28 29 30 令元 2 3 4 5

数量

（千ｔ）

合計 いか（含船凍品）

いわし さば

たら その他

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

平27 28 29 30 令元 2 3 4 5

金額

（百万円）

釧路 189,416

銚子 188,965

境港 120,108

焼津 118,955

長崎 110,071

石巻 98,184

松浦 92,441

広尾 88,163

枕崎 69,155

気仙沼 65,005

博多 62,320

稚内 58,379

根室 42,690

八戸 37,605

女川 29,235

唐津 27,753

焼津 508,551

博多 484,413

長崎 336,172

銚子 272,810

境港 245,326

気仙沼 233,255

石巻 208,409

三崎 189,021

枕崎 186,666

松浦 180,708

稚内 160,940

根室 158,132

釧路 143,231

下関 139,439

塩釜 114,008

八戸 109,321

1位
2位
3位
4位
5位
6位
7位
8位
9位
10位
11位
12位
13位
14位
15位
16位

数量（ｔ） 金額（十万円）

-10-



図5-1　八戸港輸移出入貨物量の推移

図5-2　八戸港品目別輸移出入貨物（令和5年）

図5-3　八戸港航路別コンテナ貨物量の推移（20フィートコンテナ換算・実入りのみ）

図5-1、5-2、5-3　資料：三八県土整備事務所　八戸港管理所
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図6-1　一般会計歳入歳出決算額の推移

図6-2　令和5年度一般会計歳入歳出決算

図6-1、6-2　資料：財政課
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